
TENMAーDX方針
DXによるグローバル競争力の強化と持続的成長の実現



TENMA-DXの理念

人々の本質的な豊さを支える

TENMA-DXによるグローバル競争力の強化

『正確なビジネス判断』   『ガバナンスの確立』  『企業競争力の強化』

PURPOSE

VISION

（DX）
MISSION

DXによる３つのVALUE

①生産改革 ③データの活用②業務の効率化

早期進出
好立地

初期投資
早期回収

低コスト
高付加価値生産

全社的情報連携に
よる高効率経営

高収益性へ転換しつつ持続的成長に寄与

グローバル競争力を高めるための要素

人とプラスチックの調和した豊かな社会の実現



TENMA-DXのテーマ

3デジタル人材比率の向上

ＤＸ対応人材育成

③ 見える化の推進
技術資産の見える化による生産
の効率化

① 自動化推進

② 標準化推進
生産プロセスの標準化推進
による生産効率向上

1.生産改革

① 無駄の排除
無駄の排除による
業務負荷軽減と効率化

② 業務プロセスの高度
デジタル化

業務プロセスのデジタル化
による見える化と精度向上

③ データの統合
データの統合による
業務の最適化

2.業務の効率化

TENMA-DXによる
グローバル競争力の強化

ＤＸミッション

3.データ活用

① 情報分析
➁ 顧客情報連携
③ 非デジタル化情報の一元化

生産、物流プロセスの自動化推
進による人手不足の解消



ＡＩ生産計画

金型自動交換

ヒューマノイド
ロボット

３－１ 生産改革

自動化を組み込んだ生産プロセスの最適化により人への依存を削減し、次世代の生産体制を確立

テクノロジーの進化2025年ＤＸの部分的導入

自動化、標準化、見える化の推進 デジタル化による次世代生産体制の確立
センサー

自動倉庫

タブレット指示書

RFID

20XX年

自動化の推進（構想）

標準化の推進

全社統一仕様の工場を構築

統一

ＤＸの展開

見える化の推進

全社の技術資産を共有し、品質向上、生産時間、コストを削減

スマートファクトリー
の実現

etc...

※次世代生産体制の施策例

DX標準工場モデル

ＡＩ生産計画

金型自動交換

ヒューマノイド
ロボット

全社見える化

・マニュアル
・生産プロセス
・基幹システム
・生産技術
・ルール

技術資産
・研究開発情報
・生産技術
・不良品情報
・職人技

自動倉庫設備増強

入出庫自動化向上

センサー利用拡大

機械の稼働率集計

工場単位からネットワーク連携へ展開
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無駄の排除、業務プロセスのデジタル化、
データ統合

デジタル化による最適化
人は人にしかできない業務に集中

業務プロセスデジタル化

営業支援システム RPA

無駄の排除

業務プロセスのデジタル化

紙を介さないリアルタイムの情報伝達による効率化と精度向上

データ統合

統合されたデータを活用し業務を最適化

協業パートナーとの連携

協業パートナーも含めた効率化
・全社リ－ドタイムの短縮
・サプライチェーンの最適化

協業パートナーを含めた自動化による業務量の削減

全社データを統合

デジタル化の推進により業務の効率化、精度向上を図り、属人化を排除した業務の最適化を実現

テクノロジーの進化2025年ＤＸの部分的導入 20XX年ＤＸの展開

デジタル化

ペーパーレス

３－２ 業務の効率化

・営業支援システム
・ＯＡインフラ整備
・業務の自動化

業務負荷軽減
・業務ミス削減
・場所の依存なし 業務の最適化を実現

業務の見直し
・ＤＸ利用
・定型業務自動化
・スピード、精度
・前例の踏襲なし

EDI

OCR

自動化

事務系システム

業務の最適化を実現

情報の一元管理

ベストプラクティスの展開
コンプライアンス維持



生産情報連携、顧客情報活用、
非デジタル情報のデータ化、ガバナンス強化

データドリブン経営

DXの高度化による
進化と変化の加速と継続

ＤＸインフラ整備

グローバルビジネス、ＥＣの拡張

生産情報連携

生産情報6集約

分析 学習

製品 研究

過去 成功 失敗

・製品開発期間短縮
・改善効果の全社展開
・AIを活用した製品開発

生産情報を連携し、生産効率向上、
収益性向上

顧客情報活用

受託製品

自社製品

得意先情報入手

・履歴管理
・情報通知
・研究開発
・後任引継

EC分析、お客様の声入手

・商品開発
・需要予測

顧客ニーズを活かした商品開発、マーケティング

顧客動向を活かした営業活動

非言語化技術 顧客ニーズ

分析した情報を
タイムリーに活用

従来データ化が困難であった情報を
データ化し、視認性を向上

経営判断に活用

情報資産の共有、管理、活用を推進し、データを起点とする会社運営による優位性を確立

テクノロジーの進化2025年ＤＸの部分的導入 20XX年ＤＸの展開

ガバナンス強化

データドリブン経営

デジタルによる統制

・経営ビジョンとDX戦略の連動
・As is,To beギャップの
定量把握、見直し
・企業文化への定着

・デ－タ収集、統合
・可視化、分析
・アクションプラン立案、実施
・フィードバック、戦略アップデート

データを起点とした経営

３－３ データ活用

非デジタル情報活用
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外部専門家

2025年 20XX年

人員数

①テクノロジーの進化により社員数は減っても成長を維持
②工場の非DX人材の比率は減少していく
(リスキリングによる工場の非DX人材のDX人材化を推進していく)
③事業部門のDX部門の比率は増加していく
（営業、コーポレートは全員がDX人材となる）
④DX、IT部門は一定数を維持し、恒常的な変化のリード役となる。
⑤当初外部専門家を活用するが将来は自社で対応する

人材育成のステップ

専門家
DX、IT部門

社員③

①

②

DXを普遍化するステップ
①当初DX、IT部門と外部専門家がDX人材育成を計画し、教育
②DX、IT部門が主導し、社員のスキルをレベル向上
③社員のスキル向上が実現し、社員自らDXを活用

スキル向上の施策

・スキル向上のための社員教育を継続
（DX人材の採用も期待するが人材難はつづく）
・DX予算はインフラだけでなく人材育成にも分配
・DX資格取得者への報奨金支出

DXは普遍化し誰もが使うもの、社員のDXスキル強化により、テクノロジーを活用して進化する組織を実現

DX人員構成イメージ

DX 、IT部門

工場非DX人材

工場、営業、コーポレートDX人材

①

②
②

③

③

④

⑤

リスキリングによる転換

３－4 ＤＸ対応人材育成



新たなテクノロジーを使ったＤＸ活用に伴う進化継続により、恒常的に優位性を確保する
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テクノロジーの進歩と市場での競争は永遠に続く

変化に対応し、進化を継続していく人材、組織を有する会社

ＤＸの有効性を活用し、付加価値を得ることで市場優位性を確保

ＤＸを普遍化し、だれもがあたりまえに使用する

ＤＸの推進

自動化

標準化

見える化

生産性の向上

業務効率化

コスト削減

データ活用の向上

顧客満足度の向上

迅速な意思決定

顧客サービスの改善

収益力の強化

ヒューマンエラーの削減

リスク管理の向上

プロセスの標準化による品質向上

新たな収益源の確保

③データ活用

グローバル競争力の維持
ＤＸの優位性

業務的効果 経営的効果

ＤＸを活用することで
「競争力」という果実を
継続して取得する

①生産改革
②業務効率化

ＤＸの必要性

ＤＸの期待効果

持続可能な成長

リモートワークの促進

サプライチェーンの最適化

イノベーションの促進

ブランド価値の向上

組織文化の変革

パートナーシップの強化

グローバル展開の加速

４ ＴＥＮＭＡ－ＤＸの 必要性/期待効果

テクノロジーの
進化

市場での
競争
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進化できない企業は生き残ることはできない。
当社はＤＸを活用して競争優位性を持続し、

継続した成長を実現する。

当社の立ち位置と方向性

第３次中期経営計画期間
2022年3月期～2024年3月期

第４次中期経営計画期間
2025年3月期～2027年3月期

TENMA-DX ver1.0

TENMA-DX ver2.0

ＤＸの部分的導入、ＤＸインフラの整備開始

競争優位性を継続するためのＤＸ計画の策定

ＤＸを実現し、グローバルに展開

レベル０：未着手
経営者は無関心か、関心があっても具体的な取組に
至っていない

レベル１：一部での散発的実施
全社戦略が明確でない中、部門単位での試行・実施
にとどまっている

レベル２：一部での戦略的実施
全社戦略に基づく一部の部門での推進

レベル３：全社戦略に基づく部門横断的推進
全社戦略に基づく部門横断的推進
全社的な取組となっていることが望ましいが、必ずしも全社で 画一
的な仕組みとすることを指しているわけではなく、仕組み が明確化
され部門横断的に実践されていることを指す。

レベル５：グローバル市場におけるデジタル企業
デジタル企業として、グローバル競争を勝ち抜くことの
できるレベル
レベル４における特性を満たした上で、グローバル市場でも存 在感
を発揮し、競争上の優位性を確立している。

TENMA-DX ver1.0

TENMA-DX ver2.0

ＤＸ推進指標（経産省設定）

対応済

５ ＴＥＮＭＡ－ＤＸのロードマップ

レベル４：全社戦略に基づく 持続的実施
定量的な指標などによる持続的な実施
持続的な実施には、同じ組織、やり方を定着させていくという こと
以外に、判断が誤っていた場合に積極的に組織、やり方を 変える
ことで、継続的に改善していくということも含まれる。
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